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令和　　年　　月　　日
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 　　　　　　　　　　　　　　　     氏　名    　　　　　　　　　　　　　　　　　印
下記のとおり注文いたしますので、お引き受けの際は別紙注文請書をご提出下さい。
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	　　 令和　　年　　月　　日　　～　　令和　　年　　月　　日
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	　　　　  　￥　　　　　　　－
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工 事 下 請 負 契 約 約 款

第１条（総則）　　　　　　（以下甲という）と下請負人（以下乙という）とは、注文書記載の工事（以下この工事というに関し、この約款、注文書・請書、図面・仕様書・その他の図書（以下設計図書という）及び見積条件等に基く下請負契約（以下この契約という）を、対等の立場に立って誠実に履行する。
（２）　乙は、甲の指示に従い、甲が発注者から請負った工事（以下元請工事という）を立派に完成させるため、他の下請負工事との円滑な調整を行い、品質及び工程管理等施工技術の確保、向上に努め、この工事を適正に実施して、これを工期内に甲に引渡す。
（３）　乙は、その被用者並びに再下請負人（２次以下の再下請負人も含む）及びその被用者に対し、この契約に基く乙の義務を遵守させる。
第２条（下請負契約の成立）　この契約は、甲が乙の見積書を審査の上、注文書を発行し、乙がこれを引受けて甲に請書を提出したときに成立する。
第３条（書面主義）　この契約の各条項に基く承諾、通知、指示、請求等は原則として書面による。
第４条（法令等遵守の義務）　甲及び乙は、建設業法その他諸法令並びに監督官公庁の行政指導を遵守し、甲は必要な指導を行い、乙はこれに従う。
第５条（秘密の保持）　甲及び乙は、発注者をはじめ工事関係者の保有する技術工法その他企業秘密に属する知識、情報等を、保有者の承諾なしに他に漏らさない。
第６条（特許権等）　乙は、甲の指示による場合を除き、第三者の特許権その他の権利の対象となる施工方法、工事材料、機械器具等を使用するときは、その使用に関する一切の責を負う。
第７条（労務安全等）　甲及び乙は、互いに協力して適正な労務管理、工事従事者の災害防止、第三者に対する阻害防止に万全の措置を講ずると共に、乙は「労務安全等に関する誓約書」に定める事項を遵守する。
（２）　乙は、乙の被用者並びに再下請負人及びその被用者の業務上の災害補償について、労働基準法87条第２項に定める使用者として補償を引受ける。
（３）　労働者災害補償保険（以下労災保険という）の加入及び負担区分は、注文書・請書において定める。
第８条（権利義務の譲渡等の禁止）　甲及び乙は、この契約により生ずる権利、義務の譲渡及びこれに類する行為をしてはならない。
（２）　乙は、工事目的物、工事現場に搬入した工事用機器、工事材料、工事仮設物等を甲の承諾なしに、第三者に譲渡し、貸与し、担保に供し、あるいは他に転用してはならない。
第９条（再下請負等）　乙は、甲所定の書面による承諾なしに、一括であると否とにかかわらず、この工事の全部または一部を第三者に委任し又は下請負させてはならない。
第10条（事業内容の報告）　甲及び乙は、必要に応じ、相手方にその事業経営内容等について、報告を求めることができる。
第11条（提出書類）　乙は、次に掲げる書類を甲に提出し、その承認を得る。
①　労務安全等に関する誓約書
②　取引先台帳（新規取引の場合）
③　その他甲が必要と認めて要求する書類
（２）　提出書類に変更については、直ちに書面で甲に通知し、その承認を得る。
第12条（現場責任者）　甲及び乙は、現場に常駐しこの契約に係る現場に関する一切の事項を処理する現場責任者を定め、これを相手方に通知する。
第13条（措置請求）　甲は、乙の現場責任者、工事関係者及び再下請負人を、職務上著しく不適当と認めたときは、その理由を明示して、乙に必要な措置を求めることができる。
（２）　乙は、甲の監督その他の処置を著しく不適当と認めたときは、その理由を明示して、甲に必要な措置を求めることができる。
第14条（工事材料及び機械器具）　乙は、甲の検査に合格した工事材料及び機械器具を使用し、不合格となったものは、乙の負担において引きとり、直ちに現場外へ搬出する。
（２）　乙は、工事現場に搬入した工事材料及び機械器具等を、甲の承諾なくして現場外へ持ち出すことはできない。
（３）　設計図書に品質の明示されていない工事材料は、甲の指示による。
第15条（立会）　乙は、地中又は水中の工事施工後外から見ることのできない工事並びに甲の指定する工事については、甲の立会により施工する。
（２）　乙が、前項に違反した場合は、甲は乙の費用で解体又は破壊の上、検査することができる。
第16条（不適合施工の改修義務）　乙は、設計図書又は甲の指示に適合しない施工については、工期内に自己の責任と費用で改造、補修する。但し、甲の責に帰すべきことは、この限りでない。
第17条（支給品、貸与品）　乙は、支給品、貸与品の受領の際には、よく点検を行い、異常があるときはその旨甲に通知し、甲は適切な措置を講ずる。
（２）　乙は、支給品、貸与品について善良な管理者の注意をもって使用、保管し、乙の責による紛失き損等により使用又は返還が不可能となった場合には、直ちにその旨甲に通知し、甲の指定した期間内に原状に復し、又は代品を納め、その損害を賠償する。
（３）　支給品、貸与品の受渡しの時期及び場所は甲の指定によるものとし、乙は受領に際して、受領年月日、受渡場所、管理責任者の氏名、並びに品名、型式寸法、単位数量、有償の場合の価格等を記した受領証を甲に差入れる。
（４）　乙は、支給品又は貸与品が不用となったときは、自己の費用で甲指定の場所に、前項の必要事項を記した返納証と共に返還する。
（５）　貸与機械の取扱については、甲の機械等貸与規程による。
第18条（工事内容の確認）　乙は、次の場合には、直ちに甲に確認を求める。
①　設計図書に不明確、誤謬、脱漏又は現場との不一致が認められるとき。
②　設計図書又は甲の指示に疑義が生じたとき。
③　施工条件に予期できない特別の状態が生じたとき。
（２）　甲は、前項の確認を求められた場合は、速やかに調査し、必要に応じて適切な措置を講ずる。
第19条（工事の変更、中止）　甲は、元請工事の変更、中止等により必要と認めたときは、工事内容を変更し又は工事を一時中止することができる。
第20条（工期の変更）　やむを得ない事由により、工期の変更が必要と認められる場合は、甲乙協議の上、これを変更することができる。
第21条（請負代金の変更）　賃金又は諸物価の変動並びに工事内容の変更等によって、請負代金が著しく不適当と認められる場合は、甲乙協議の上、これを変更することができる。
第22条（臨機の措置）　甲及び乙は、災害防止等のため必要があると認められるときは、互いに協力して臨機の措置をとる。これに要した費用の負担は、甲乙協議して定める。
第23条（損害の負担）　乙は、この工事の完成引渡し前に、工事目的物、工事材料、工事用機器、工事用仮設物その他工事に関し損害が生じ、又は第三者に損害を与えた場合は、直ちに甲に通知する。
（２）　前項の場合には、甲乙協力してその処理解決にあたり、その損害及び費用は、甲の責に帰すべき場合を除いて、乙がこれを負担する。
（３）　天災地変等の不可抗力による重大な損害の負担は、甲乙協議して定める。
第24条（完成検査等）　甲は、完成前においても工事目的物を使用し、又はこれに対して他の工事を施工することができる。
（２）　完成前においても、甲の検査に合格した既成出来高部分の所有権は、甲にあるものとし、乙は甲の承諾なしに取壊しその他の処分はできない。
（３）工事目的物は、甲が乙の立会の上で行う完成検査で、合格と認めたときに完成とし、直ちに引渡されたものとする。
第25条（請負代金の支払）　この工事の請負代金の支払条件は、注文書・請書に定める。
（２）　甲は、必要と認めた場合は、乙に前払金を支払う。但し、甲が要求した場合、乙は甲の認めた連帯保証人あるいは担保を供しなければならない。
（３）　甲は、出来高払いを支払条件とした場合は、甲の検査に合格した当月出来高を、乙の請求により保留金を留保して支払う。尚、保留金は第４項の乙に対する一切の債権を控除して、工事完成後速やかに支払う。
（４）　甲は、前払金、立替金、賠償金、求償権、かし修補費用その他一切の乙に対する債権がある場合には、工事代金からこれを控除して支払う。
第26条（賃金等の立替払）　乙がこの工事に関して、賃金、再下請負代金、材料代金等の支払を怠ったときは、甲はこれを立替えて支払うことができる。
第27条（かし担保）　乙は、工事目的物のかしを甲の指示により修補し、又は修補に代えもしくは修補と共に損害を賠償する責に任ずる。
（２）　この工事のかし担保期間は、別に定めのない限り、この工事の完成日より元請工事のかし担保期間の終了の日までとする。かしが乙の故意又は重過失によるときは、元請工事の完成日より10年間とする。
（３）　本条の規定は、かしが甲の責によるものであるときは適用しない。
第28条（損害賠償）　甲が、次条によりこの契約を解除した場合には乙はこれにより生じた一切の損害を賠償する責に任ずる。
（２）　甲または乙が自己の責により工事代金の支払が遅延したり、あるいは工期内に工事が完成しなかった場合には、その遅延金額もしくは遅延出来高に対し、遅延日数につき法定利率による遅延利息（損害金）を相手方に支払う。
第29条（契約の解除）　甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができる。
①　正当な理由なしに、着工期に着工しないとき。又は、工期内に工事を完成する見込みのないことが明らかに認められるとき。
②　第26条に規定する支払いを怠ったとき。
③　この契約に違反したとき。
④　債権譲渡、手形の不渡処分、強制執行・破産の申立がある等この契約の円滑な履行に不安が認められるとき。
（２）　甲は、前項に規定する場合のほか、元請契約の変更等やむを得ない場合には、この契約を解除することができる。
（３）　乙は、第19条の工事内容の著しい変更により、請負代金又は工期が２分の１以上減少したときは、この契約を解除することができる。
（４）　乙は、第19条による工事の一時中止期間が著しく長期に亘る場合は、甲と協議の上この契約を解除することができる。
（５）　甲及び乙は、この契約が解除された場合には、速やかに出来高の確認、請負代金の支払等の精算手続を行う。
第30条（紛争の解決）　この契約に関して生じた紛争は、甲乙双方が合意した場合には、第三者又は建設業法による建設工事紛争審査会のあっせん、調停又は仲裁判断により解決する。
第31条（補則）　この契約の解釈に疑義が生じたとき、又は、これに定めのない事項については、甲乙協議して定める。
第32条（特記）　発注条件等については別紙によるものとする。
以　　　上
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工 事 下 請 負 契 約 約 款

第１条（総則）　　　　　　　（以下甲という）と下請負人（以下乙という）とは、注文書記載の工事（以下この工事というに関し、この約款、注文書・請書、図面・仕様書・その他の図書（以下設計図書という）及び見積条件等に基く下請負契約（以下この契約という）を、対等の立場に立って誠実に履行する。
（２）　乙は、甲の指示に従い、甲が発注者から請負った工事（以下元請工事という）を立派に完成させるため、他の下請負工事との円滑な調整を行い、品質及び工程管理等施工技術の確保、向上に努め、この工事を適正に実施して、これを工期内に甲に引渡す。
（３）　乙は、その被用者並びに再下請負人（２次以下の再下請負人も含む）及びその被用者に対し、この契約に基く乙の義務を遵守させる。
第２条（下請負契約の成立）　この契約は、甲が乙の見積書を審査の上、注文書を発行し、乙がこれを引受けて甲に請書を提出したときに成立する。
第３条（書面主義）　この契約の各条項に基く承諾、通知、指示、請求等は原則として書面による。
第４条（法令等遵守の義務）　甲及び乙は、建設業法その他諸法令並びに監督官公庁の行政指導を遵守し、甲は必要な指導を行い、乙はこれに従う。
第５条（秘密の保持）　甲及び乙は、発注者をはじめ工事関係者の保有する技術工法その他企業秘密に属する知識、情報等を、保有者の承諾なしに他に漏らさない。
第６条（特許権等）　乙は、甲の指示による場合を除き、第三者の特許権その他の権利の対象となる施工方法、工事材料、機械器具等を使用するときは、その使用に関する一切の責を負う。
第７条（労務安全等）　甲及び乙は、互いに協力して適正な労務管理、工事従事者の災害防止、第三者に対する阻害防止に万全の措置を講ずると共に、乙は「労務安全等に関する誓約書」に定める事項を遵守する。
（２）　乙は、乙の被用者並びに再下請負人及びその被用者の業務上の災害補償について、労働基準法87条第２項に定める使用者として補償を引受ける。
（３）　労働者災害補償保険（以下労災保険という）の加入及び負担区分は、注文書・請書において定める。
第８条（権利義務の譲渡等の禁止）　甲及び乙は、この契約により生ずる権利、義務の譲渡及びこれに類する行為をしてはならない。
（２）　乙は、工事目的物、工事現場に搬入した工事用機器、工事材料、工事仮設物等を甲の承諾なしに、第三者に譲渡し、貸与し、担保に供し、あるいは他に転用してはならない。
第９条（再下請負等）　乙は、甲所定の書面による承諾なしに、一括であると否とにかかわらず、この工事の全部または一部を第三者に委任し又は下請負させてはならない。
第10条（事業内容の報告）　甲及び乙は、必要に応じ、相手方にその事業経営内容等について、報告を求めることができる。
第11条（提出書類）　乙は、次に掲げる書類を甲に提出し、その承認を得る。
①　労務安全等に関する誓約書
②　取引先台帳（新規取引の場合）
③　その他甲が必要と認めて要求する書類
（２）　提出書類に変更については、直ちに書面で甲に通知し、その承認を得る。
第12条（現場責任者）　甲及び乙は、現場に常駐しこの契約に係る現場に関する一切の事項を処理する現場責任者を定め、これを相手方に通知する。
第13条（措置請求）　甲は、乙の現場責任者、工事関係者及び再下請負人を、職務上著しく不適当と認めたときは、その理由を明示して、乙に必要な措置を求めることができる。
（２）　乙は、甲の監督その他の処置を著しく不適当と認めたときは、その理由を明示して、甲に必要な措置を求めることができる。
第14条（工事材料及び機械器具）　乙は、甲の検査に合格した工事材料及び機械器具を使用し、不合格となったものは、乙の負担において引きとり、直ちに現場外へ搬出する。
（２）　乙は、工事現場に搬入した工事材料及び機械器具等を、甲の承諾なくして現場外へ持ち出すことはできない。
（３）　設計図書に品質の明示されていない工事材料は、甲の指示による。
第15条（立会）　乙は、地中又は水中の工事施工後外から見ることのできない工事並びに甲の指定する工事については、甲の立会により施工する。
（２）　乙が、前項に違反した場合は、甲は乙の費用で解体又は破壊の上、検査することができる。
第16条（不適合施工の改修義務）　乙は、設計図書又は甲の指示に適合しない施工については、工期内に自己の責任と費用で改造、補修する。但し、甲の責に帰すべきことは、この限りでない。
第17条（支給品、貸与品）　乙は、支給品、貸与品の受領の際には、よく点検を行い、異常があるときはその旨甲に通知し、甲は適切な措置を講ずる。
（２）　乙は、支給品、貸与品について善良な管理者の注意をもって使用、保管し、乙の責による紛失き損等により使用又は返還が不可能となった場合には、直ちにその旨甲に通知し、甲の指定した期間内に原状に復し、又は代品を納め、その損害を賠償する。
（３）　支給品、貸与品の受渡しの時期及び場所は甲の指定によるものとし、乙は受領に際して、受領年月日、受渡場所、管理責任者の氏名、並びに品名、型式寸法、単位数量、有償の場合の価格等を記した受領証を甲に差入れる。
（４）　乙は、支給品又は貸与品が不用となったときは、自己の費用で甲指定の場所に、前項の必要事項を記した返納証と共に返還する。
（５）　貸与機械の取扱については、甲の機械等貸与規程による。
第18条（工事内容の確認）　乙は、次の場合には、直ちに甲に確認を求める。
①　設計図書に不明確、誤謬、脱漏又は現場との不一致が認められるとき。
②　設計図書又は甲の指示に疑義が生じたとき。
③　施工条件に予期できない特別の状態が生じたとき。
（２）　甲は、前項の確認を求められた場合は、速やかに調査し、必要に応じて適切な措置を講ずる。
第19条（工事の変更、中止）　甲は、元請工事の変更、中止等により必要と認めたときは、工事内容を変更し又は工事を一時中止することができる。
第20条（工期の変更）　やむを得ない事由により、工期の変更が必要と認められる場合は、甲乙協議の上、これを変更することができる。
第21条（請負代金の変更）　賃金又は諸物価の変動並びに工事内容の変更等によって、請負代金が著しく不適当と認められる場合は、甲乙協議の上、これを変更することができる。
第22条（臨機の措置）　甲及び乙は、災害防止等のため必要があると認められるときは、互いに協力して臨機の措置をとる。これに要した費用の負担は、甲乙協議して定める。
第23条（損害の負担）　乙は、この工事の完成引渡し前に、工事目的物、工事材料、工事用機器、工事用仮設物その他工事に関し損害が生じ、又は第三者に損害を与えた場合は、直ちに甲に通知する。
（２）　前項の場合には、甲乙協力してその処理解決にあたり、その損害及び費用は、甲の責に帰すべき場合を除いて、乙がこれを負担する。
（３）　天災地変等の不可抗力による重大な損害の負担は、甲乙協議して定める。
第24条（完成検査等）　甲は、完成前においても工事目的物を使用し、又はこれに対して他の工事を施工することができる。
（２）　完成前においても、甲の検査に合格した既成出来高部分の所有権は、甲にあるものとし、乙は甲の承諾なしに取壊しその他の処分はできない。
（３）工事目的物は、甲が乙の立会の上で行う完成検査で、合格と認めたときに完成とし、直ちに引渡されたものとする。
第25条（請負代金の支払）　この工事の請負代金の支払条件は、注文書・請書に定める。
（２）　甲は、必要と認めた場合は、乙に前払金を支払う。但し、甲が要求した場合、乙は甲の認めた連帯保証人あるいは担保を供しなければならない。
（３）　甲は、出来高払いを支払条件とした場合は、甲の検査に合格した当月出来高を、乙の請求により保留金を留保して支払う。尚、保留金は第４項の乙に対する一切の債権を控除して、工事完成後速やかに支払う。
（４）　甲は、前払金、立替金、賠償金、求償権、かし修補費用その他一切の乙に対する債権がある場合には、工事代金からこれを控除して支払う。
第26条（賃金等の立替払）　乙がこの工事に関して、賃金、再下請負代金、材料代金等の支払を怠ったときは、甲はこれを立替えて支払うことができる。
第27条（かし担保）　乙は、工事目的物のかしを甲の指示により修補し、又は修補に代えもしくは修補と共に損害を賠償する責に任ずる。
（２）　この工事のかし担保期間は、別に定めのない限り、この工事の完成日より元請工事のかし担保期間の終了の日までとする。かしが乙の故意又は重過失によるときは、元請工事の完成日より10年間とする。
（３）　本条の規定は、かしが甲の責によるものであるときは適用しない。
第28条（損害賠償）　甲が、次条によりこの契約を解除した場合には乙はこれにより生じた一切の損害を賠償する責に任ずる。
（２）　甲または乙が自己の責により工事代金の支払が遅延したり、あるいは工期内に工事が完成しなかった場合には、その遅延金額もしくは遅延出来高に対し、遅延日数につき法定利率による遅延利息（損害金）を相手方に支払う。
第29条（契約の解除）　甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができる。
①　正当な理由なしに、着工期に着工しないとき。又は、工期内に工事を完成する見込みのないことが明らかに認められるとき。
②　第26条に規定する支払いを怠ったとき。
③　この契約に違反したとき。
④　債権譲渡、手形の不渡処分、強制執行・破産の申立がある等この契約の円滑な履行に不安が認められるとき。
（２）　甲は、前項に規定する場合のほか、元請契約の変更等やむを得ない場合には、この契約を解除することができる。
（３）　乙は、第19条の工事内容の著しい変更により、請負代金又は工期が２分の１以上減少したときは、この契約を解除することができる。
（４）　乙は、第19条による工事の一時中止期間が著しく長期に亘る場合は、甲と協議の上この契約を解除することができる。
（５）　甲及び乙は、この契約が解除された場合には、速やかに出来高の確認、請負代金の支払等の精算手続を行う。
第30条（紛争の解決）　この契約に関して生じた紛争は、甲乙双方が合意した場合には、第三者又は建設業法による建設工事紛争審査会のあっせん、調停又は仲裁判断により解決する。
第31条（補則）　この契約の解釈に疑義が生じたとき、又は、これに定めのない事項については、甲乙協議して定める。
第32条（特記）　発注条件等については別紙によるものとする。
以　　　上
